
船橋市基礎情報（Ｈ30.1.1時点）

・人口:635,517人
・可住地面積：80.82km2

【H29：先－４】JR南船橋駅南口市有地及び臨海部エリアにおける官民連携調査

（実施主体：千葉県船橋市）

【事業分野：PRE活用】 【対象施設：ＪＲ南船橋駅南口市有地】 【事業手法：定期借地等】

調査対象地及び施設の概要

事業発案に至った経緯・目的

調査のポイント

・ＪＲ駅前に位置する大規模市有地の活用において、公的負担の最小化を図りながら、事業効果を発揮させるスキーム・事業条件について検討。

・事業の目的に応じた適切な機能・施設の導入を図ることに加え、エリアマネジメントの取り組みにより回遊性を向上させ、事業効果をエリア全体に拡大させる
ための官民連携手法を検討。

■対象地

ＪＲ南船橋駅南口に位置する約4.5haの市有地であり、

周辺には大型商業施設が密集している。南側には集合
住宅や食品産業を中心とした工場が集積している。

■検討経緯

平成25年に市が千葉県企業庁

より対象地を譲渡されて以降、市

有地に求められる都市機能の検

討を重ねた。検討の結果、官民

連携の有効性やエリアマネジメン
トの必要性が確認された。

■事業実施の目的

市有地のポテンシャルを最大限に活用し、臨海部の玄

関口としてふさわしい拠点形成を図るとともに、民間活力
を導入することにより公的負担の最小化を目指す。
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市有地のポテンシャルを活かした

魅⼒ある施設開発

周辺商工業者も含めたエリアマネ

ジメントに関する取組

市有地周辺及び臨

海部エリアにおけ

る賑わい創出・回

遊性向上
官⺠連携⼿法の導⼊による公的負

担の最小化

■臨海部エリアの課題

臨海部エリアには、大型商業施設

のほか都市公園や港湾施設である

親水公園などが点在している。最近

では物流倉庫の建設や、海上交通

の活用検討など新たな動きが見られ

るが、各施設の連携は依然希薄であ

り、臨海部という特性がうまく活かさ

れていない。また、国道の通過交通

や発生集中交通量が多く、慢性的な

渋滞が発生している。
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船橋市が千葉県企業庁

より用地を譲受

「ＪＲ南船駅南口用地

活用基本構想」策定

ＪＲ南船駅南口市有地

等活用検討

官⺠連携⼿法を活⽤した

施設整備の可能性を検討

①ＪＲ南船橋駅

南口市有地

② 回遊性創出

「船橋市臨海部/ＪＲ船橋駅南口周辺

部の回遊性創出に向けた基本構想

」策定

「ＪＲ船橋駅南口周辺部と臨海部エ

リアの回遊性創出に向けた基本計

画」策定

回遊性創出に向

けた新たな移動

手段可能性検討

東京湾ﾂｰﾘｽﾞﾑ

旅客船運航実証

実験

多様な主体によるエリアマネジメン

トの取組み方策を検討する

③ その他

（インフラ整備等）

ＪＲ南船橋

駅南口市有

地道路予備

設計

地質調査



手法の検討方法等

今後の進め方

調査の流れ・調査内容

【H29：先－４】JR南船橋駅南口市有地及び臨海部エリアにおける官民連携調査

（実施主体：千葉県船橋市）

・本調査を踏まえ、次年度以降具体的な事業実施に向けた検討を行う。

・行政プランをベースに市民の合意形成を図るとともに、民間事業者との

対話も機会を捉え実施することにより、市民ニーズと市場性の均衡がと
れた事業計画とする。

・エリアマネジメント組織への参画が期待される地元商工業者のニーズの
把握等も継続的に実施する。

2018年度 2019年度 2020年度〜

・市⺠意⾒の聴取

・事業実施の意思決定

・公募条件の検討

・事業者募集・決定 ・設計・建設開始

・順次供用開始

■土地利用

■事業スキーム

■エリアマネジメント

調査等結果（⑤、⑦）
・公園・広場の提案
・居住・商業・公共のバ
ランスを重視
・イベント連携による回
遊性の向上

調査結果（⑦）
・想定ｽｷｰﾑで実施可能

調査結果（⑤、⑥）
・商業者はイベントの集
客効果に期待
・回遊性向上による施
設間相乗効果に期待

【想定スケジュール】

・地域の課題を解決する

ための土地利用につい

て、市民や地元商工業

者の意見及び、サウン

ディング調査結果によ

る市場性の両側面から
検討する。

・市有地活用による収入によりインフラ等の整備費や、公的機能を有する施設の
維持管理・運営費を賄う事業スキームを土地利用のバランスを含め検討する。

・臨海部エリアに必要な地域活動を調査し、本事業が果たす役割を検討する。

検討結果（④、⑧）
・市場性を加味した施設
内容、規模を想定

検討結果（⑧、⑨）
・公的負担がゼロになる
詳細な敷地規模を設定

検討結果（⑧）
・事業に係るｴ
ﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
の位置付けを
設定

１）体制整備
（行政・事業者・地元商工業者等）

２）活動拠点整備（会議室等）
３）賑わい創出イベントの実施

４）新たな交通機能の導入検討
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（１）臨海部エリアの
エリアマネジメント検討

（２）官民連携事業の
実施可能性検討

（３）サウンディング調査
の実施支援
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理
・
仮
設

構
築

事
業
の
方
向
性
検
討

評
価
等

取
り
ま
と
め

①既存調査の内容整理

④基本的な枠組みの整理

③整備する公共施設の概要整理②エリマネに関する基礎的検討
・官民連携施設（事業）の抽出
・回遊拠点の内容検討
・エリアマネジメントの取組検討

⑥地元商工業者ヒヤリング

⑧事業スキーム等の検討
・土地利用計画、施設配置計画 ・官民の役割分担
・官民連携によるエリアマネジメント ・その他事業条件

⑨事業実施パターンの評価等
・定量的評価

・事業スキームの絞り込み

⑩取りまとめ
・事業計画案の策定
・報告書の作成

⑤民間事業者ヒヤリング
【公募型サウンディング】
（エリマネ、民間開発等）

⑦民間事業者ヒヤリング
【二次サウンディング】

（事業スキーム、参画意欲等）

土地売却収入

【A・Cゾーン】

土地賃貸収入

【B・Dゾーン】

収入

収入収入

収入 収入

収入収入

収入支出

支出支出

支出 支出

支出支出

支出

施設整備段階 維持管理・運営段階

導入機能 面積 活用方法 備考

A街区 居住施設 約1,900㎡ 売買 共同住宅を配置

B街区 広場、商業施設 約14,700㎡

事業用

定期借地

臨海部の⽞関⼝として広場を配置

広場を中心とした賑わいを創出集客施設

を配置

C街区 居住施設 約5,000㎡ 売買 共同住宅を配置

D街区 商業施設、回遊施設 約1,600㎡

事業用

定期借地

ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰを配置

ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ活動ｽﾍﾟｰｽを配置

⽣活利便に資する商業施設を配置

E街区 福祉施設 約7,000㎡ 官⺠連携事業対象外

※（）内の番号は左記“調査の流れ“の付番に対応

検討検討検討検討

検討検討検討検討
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討討討討

成成成成

果果果果

公共施設整備費

【道路、交通広場等】

公益施設整備費

【回遊施設、広場等】

収支差額

公益施設維持管理費

【回遊施設、広場等】

公益施設運営費

【エリマネ費用等】

収支差額

事業範囲


